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 群馬県市町村総合事務組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年群馬県市町村

総合事務組合条例第４号）第４条の規定に基づき、群馬県市町村総合事務組合の令和４年度における

人事行政の運営の状況を次のとおり公表する。 

 

  令和５年８月３１日 

 

群馬県市町村総合事務組合管理者   

 

 

令和４年度人事行政の運営の状況 

 

Ⅰ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 １ 採用試験 

 （１）採用試験の実施状況及び実施結果 

試験区分 申込者人数 受験者人数 
第１次試験 
合格者人数 

第２次試験 
合格者人数 

一般事務 
（大学卒程度） 

２０ １６ ８ ２ 

 （２）採用試験の方法 

    採用試験は、群馬県市町村総合事務組合（以下「組合」という。）に有為な人材を確保するため、

受験者について職務遂行に必要な能力を有するかどうかを相対的に判定することを目的として

おり、職務遂行に必要な知識、技術、その他の能力を検証する方法として、実社会で必要とされ

る基礎的な知的能力及びその応用力・学力をみるための「基礎能力検査」、決められた時間内にい

かに速く正確に職務を遂行することができるかをみるための「事務能力検査」、職場での行動傾

向をみるための「パーソナリティ検査」及び「作文試験」を第１次試験として行い、さらに、人

柄、性向、コミュニケーション能力などをみるための人物試験を「面接試験（口述試験）」により

第２次試験として行った。 

 （３）採用試験に関する今後の取組 

    行政の高度化、複雑化等が進む中で、今後の組合行政を担うにふさわしい多様な人材を確保し

ていくことの重要性に鑑み、情勢の変化に対応して試験内容、試験方法の改善を行うとともに、

雇用環境等を踏まえた適切な募集活動、試験日程の設定等により、公正かつ効果的な試験の実施

を図るよう努める。 

 ２ 選考考査による採用 

 （１）選考考査の実施状況 

    令和４年度においては、次年度において選考考査を必要とする職員の採用予定がなかったため、

採用のための選考考査を実施しなかった。 

 （２）選考考査の方法 
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    選考考査は、次表に掲げる職への採用に際し実施するもので、法令に基づく学歴、免許その他

の資格及び管理者が必要と認める知識、技能、経歴等を有することを選考の基準としている。 

事務局長の職又はこれに相当するものと管理者が認める職 

他の地方公共団体又は国の職員をもって補充しようとする職で、その者が現に任用されている職
と同種かつ同等以下と管理者が認めるもの 

人事委員会を置く地方公共団体又は国の競争試験若しくは選考に係る職と同種かつ同等以下と
管理者が認めるもの 

競争試験によることが適当でないと管理者が認める職 

 ３ 昇任試験 

 （１）昇任試験の実施状況 

    組合においては、昇任試験は実施しておらず、職員の昇任については、選考考査を行っており、

上記２の（２）記載の選考の基準に加え、さらに勤務成績が良好であることが求められる。 

 （２）昇任試験の導入検討 

    昇任試験は、客観性の高い評価方法であり、人材育成の視点からも効果の期待できる制度では

あるが、少数職員で運営している組合の現状を踏まえ、昇任試験の導入が組合の人事行政に及ぼ

す影響等を含め、その導入を今後更に検討する。 

 ４ 職員の任用状況 

 （１）採用試験による採用者数 

    職員の採用は、競争試験によることが原則であり、試験機関である組合が実施した採用試験に

合格した者が組合に採用されることとなる。 

    令和４年度において、採用試験により採用した者はいなかった。 

 （２）選考考査による採用者数 

    上記２の（２）の表に掲げる職については、能力の実証に基づく試験の方法である選考考査に

より採用されることとなる。  

    令和４年度において、選考考査により採用した者はいなかった。 

 （３）昇任の状況 

    職員を現在の職より上位の職に任命することを昇任というが、昇任を行う場合には、管理者が

定める選考基準（上記３の（１）記載のとおり）により選考考査を行うこととなっている。 

令和４年度中の昇任については、課長から次長への昇任（１名）及び課長補佐から課長への昇

任（２名）を行った。 

 ５ 再任用制度の実施状況 

 （１）制度の概要 

    平成１１年の地方公務員法の改正により新たな再任用制度が導入された。この制度は、本格的

な高齢社会の到来に対応して、高齢者の知識・経験を社会において活用していくとともに、共済
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年金制度の改正に合わせ、６０歳前半の生活を雇用と年金の連携により支えるため、定年退職者

などのうち、６０歳前半に公務内で働く意欲のある者を、フルタイムまたは短時間勤務の職員と

して再任用することができるというものであり、組合では、平成１３年４月からこの新たな再任

用制度を導入したが、平成１３年度から平成１８年度までに組合において新たに再任用した職員

はいなかった。 

 （２）再任用職員数 

    平成２３年度に再任用し、事務局長に任命したフルタイム勤務職員１名が平成２４年度末に退

職し、その後、平成２９年度まで新たに再任用した職員はいなかったが、平成３０年度に１名を

フルタイム勤務職員の事務局長として再任用した職員を、令和４年度も引き続き再任用した。 

 ６ 任期を定めた職員の採用状況 

   地方公共団体において、公務部内では得られにくい高度の専門性を備えた民間人材の活用や期間

が限定される専門的な行政ニーズへの効率的な対応を図ることを目的とした「地方公共団体の一般

職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）」が平成１４年７月に施行され、さ

らに平成１６年６月の同法の一部改正により一般的な（職種を限らない）任期付職員採用制度の創

設及び再任用短時間勤務職員の任期付採用制度の創設も図られたが、組合においては、この制度を

導入していない。 

   今後の採用、昇任、退職管理を含めた中長期的な組合の人事管理を計画的に進めるため、この制

度の導入は重要な検討課題となっている。 

 ７ 職員の離職状況 

 （１）定年退職の状況 

    組合における定年制度は、定年年齢６０歳となっているが、職員が定年退職すると公務の運営

に著しい支障が生じると認められる場合には、退職することなく引き続き勤務させることができ

る制度として、勤務延長制度が設けられている。 

    組合において、令和４年度に定年により退職した職員、新たに勤務延長された職員はいなかっ

た。 

 （２）定年退職以外の離職の状況 

    定年退職以外の離職については、次の表に掲げる離職形態があるが、組合において令和４年度

に定年退職以外の事由で離職した職員は１名であった。 

離職形態 離 職 事 由 離職職員数 

勧奨退職 退職を勧奨し、職員が同意した場合 ０名 

早期退職優遇措置 

による退職 
上欄のうち優遇措置が施されているもの ０名 

普通退職 職員がその意思に基づき退職する場合 ０名 

分限免職 職員がその職責を充分に果たすことが期待できない場合 ０名 
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懲戒免職 職員の規律違反の責任を問うための制裁処分 ０名 

失 職 職員が欠格条項（地方公務員法第１６条）に該当した場合 ０名 

死亡退職 職員が在職中に死亡した場合 ０名 

任期満了 再任用職員が任用期間の満了により退職した場合 １名 

※ 地方公務員法［抜粋］ 

 （欠格条項） 

第１６条 次の各号のいずれかに該当する者は、条例で定める場合を除くほか、職員となり、又は競争試験若しくは選考

を受けることができない。 

（１）禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者 

（２）当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

（３）人事委員会又は公平委員会の委員の職にあつて、第６０条から第６３条までに規定する罪を犯し刑に処せられた者 

（４）日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党そ

の他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 ８ 職員の在職状況 

 （１）年齢階層別職員数（令和５年３月３１日現在） 

年 齢 20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50歳 

職員数   ２ ２  

 

51歳 52歳 53歳 54歳 55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳以上 合 計 

２ １        １ ８ 

 （２）職種別職員数（令和５年３月３１日現在） 

職 種 職 員 数 

一般行政職 ８ 

 ９ 定員管理の状況 

 （１）部門別職員数の状況と主な増減理由（令和５年３月３１日現在） 

区 分 
職 員 数 

対前年 

増減数 
主な増減理由 

令和３年度 令和４年度 

一般 

行政 

部門 

総 

 

務 

事務局長 １ １ ０  

総務課 ４ ４ ０  

業務課 ３ ３ ０  
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合  計 ８ ８ ０  

（注） 職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員等を含み、臨時及び非常

勤職員を除く。 

 （２）定員管理の現状 

    事務の見直しや合理化等により、人員増を抑制している。 

 （３）定員管理手法の概要 

    業務内容に応じて嘱託職員や臨時職員等を効率的・効果的に配置し、職員数の抑制に努めると

共に、限られた人材と財源の効率的・効果的な活用を図るため、職員の資質向上にも努め、適正

な定員管理を進める。 

 

Ⅱ 職員の人事評価の状況 

  組合では、人材の育成、人材の活用、活力ある組織づくり等を目的として人事評価制度を導入して

いる。評価は、評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職務遂行の過程において発揮された職員の能

力を客観的に評価する能力評価と、職員があらかじめ設定した業務目標の達成度その他設定目標以外

の取組により、その業務上の業績を客観的に評価する業績評価により行う。 

  人事評価の結果は、被評価者の任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用している。 

 

Ⅲ 職員の給与の状況 

 １ 人件費の状況（令和４年度一般会計決算） 

   ・ 歳 入 総 額  ４，２９７，８７６千円 

   ・ 歳 出 総 額  ３，６９０，１４５千円 

    うち 人 件 費     ５９，７１５千円 

 

       （注）人件費は、給料、職員手当（児童手当を除く。）及び共済費の合計額とし、臨時及び非常勤職員の

報酬・賃金は含まない。 

人件費

59,715 千円

2%

人件費以外の歳出額

3,630,430 千円

98%
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 ２ 職員給与費の状況（令和４年度一般会計決算） 

   ・ 職員給与費        ４９，７４８千円 

   ・ 職 員 数             ８名 

   ・ 職員１人当たり年間給与費  ６，２１９千円 

  

       （注）職員給与費は、給料及び職員手当（退職手当及び児童手当を除く。）の合計額 

 ３ 職員の平均給料月額、平均給与月額、平均年齢の状況（令和５年３月１日現在） 

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

一般行政職 ３２８千円 ３９１千円 ４６歳６月 

 ４ 職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在） 

区 分 
組 合 群馬県 国 

決 定 初 任 給 決 定 初 任 給 決 定 初 任 給 

一 般 

行政職 

大学卒 182,200円 187,200円 182,200円 

高校卒 150,600円 153,900円 150,600円 

 ５ 職員の級別職員数の状況（令和５年３月１日現在） 

区 分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 

合計 
標準的な 

職務内容 
事務局長 次  長 課  長 課長補佐 

主任 

係長 
主事 主事 

職 員 数 １名 １名 ０名 ２名 ３名 １名 ０名 ８名 

構 成 比 12.5％ 12.5％ 0％ 25％ 37.5％ 12.5％ 0％ 100％ 

       （注）標準的な職務内容とは、級に該当する代表的な職名 

          職員数は、組合の給与条例に基づく給料表の級で区分した職員数 

給料

31,276 千円

63%

職員手当

6,851 千円

14%

期末・勤勉手当

11,621 千円

23%
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 ６ 昇給期間短縮の状況 

   平成１８年度から昇給時期が統一（１月１日）されたため、昇給期間短縮措置は廃止された。 

 ７ 特別昇給の実施状況 

   令和４年度においては、特別昇給は実施しなかった。 

 ８ 職員手当の状況 

区 

分 

算 定 方 法 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給職員数及び支給額 

期 

末 

手 

当 

・ 支給割合【（ ）内は、再任用職員に係る支給割合】 

支給月 
期 末 手 当 

一般職員 特定幹部職員 

６ 月 
1.200 月 

（0.675月） 

1.000 月 

（0.575月） 

１２月 
1.200 月 

（0.675月） 

1.000 月 

（0.575月） 

合 計 
2.400 月 

（1.350月） 

2.000 月 

（1.150月） 

・ 職制上の段階、職務の級等による加算措置あり 

・ 特定幹部職員は、その職務の級が５級以上である者 

なし ― 

・ 支給該当職員数         ８名 

・ 支 給 総 額     ５，９５９千円 

・ 職員１人当たり年間支給額  ７４５千円 

勤 

勉 

手 

当 

・ 支給割合【（ ）内は、再任用職員に係る支給割合】 

支給月 
勤 勉 手 当 

一般職員 特定幹部職員 

６ 月 
0.950 月 

（0.450月） 

1.150 月 

（0.550月） 

１２月 
1.050 月 

（0.500月） 

1.250 月 

（0.600月） 

合 計 
2.000 月 

（0.950月） 

2.400 月 

（1.150月） 

・ 職制上の段階、職務の級等による加算措置あり 

・ 特定幹部職員は、その職務の級が５級以上である者 

なし ― 

・ 支給該当職員数         ８名 

・ 支 給 総 額     ５，６６２千円 

・ 職員１人当たり年間支給額  ７０８千円 
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退 

職 

手 

当 

・ 算定方法 

  基本額（退職日現在の給料月額×退職理由勤続期間

別の支給率）＋調整額 

・ 支給率 

 自己都合 応募認定・定年 

勤続２０年   19.6695 月分 24.586875月分 

勤続２５年   28.0395 月分  33.27075月分 

勤続３５年   39.7575 月分    47.709月分 

最高限度額    47.709月分    47.709月分 

・ 調整額 

   職員が退職前に属していた給料表の職務の級ごと

に定める調整月額（７級 54,150 円～３級 21,700

円）のうち、その額の多いものから６０月分の調整

月額を合計した額 

・ 定年前早期退職者の特例 

   定年前１５年以内で、勤続２０年以上の職員が早期

退職応募認定等により退職した場合、定年前の残年数

１年につき退職日の給料月額に３％割増して基本額

を算定する。 

なし ― 

・ 支給該当職員数          ０名 

扶 

養 

手 

当 

・ 扶養親族たる配偶者、父母等 １人につき 6,500 円 

・ 扶養親族たる子 １人につき 10,000円 

・ 特定期間にある扶養親族たる子 

１人につき 5,000円加算 

なし ― 

・ 支給該当職員数         ２名 

・ 支 給 総 額       ４１９千円 

・ 職員１人当たり年間支給額  ２１０千円 

住 

居 

手 

当 

・ 月額 16,000 円を超える家賃を負担している職員に対

し、家賃負担の額に応じて最高 28,000 円（家賃 61,000

円以上の場合）を支給 

なし ― 

・ 支給該当職員数         ３名 

・ 支 給 総 額       ６２４千円 

・ 職員１人当たり年間支給額  ２０８千円 

通 

勤 

手 

当 

・ 交通機関利用者（電車、バス利用者） 

   片道２㎞以上の場合、負担している運賃の額に応じ

て最高 55,000円を支給 

・ 交通用具使用者（自動車等使用者） 

   片道２㎞以上の場合、距離に応じて 2,000 円～

なし ― 
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31,600円を支給 

・ 支給該当職員数         ７名 

・ 支 給 総 額       ４４２千円 

・ 職員１人当たり年間支給額   ６３千円 

地 

域 

手 

当 

・ 在勤地域における民間の賃金水準及び物価等を考慮し

て定める率により支給 

・ 支給地域 前橋市 

・ 支給額 給料、管理職手当及び扶養手当の月額の合計

額に次の支給率を乗じて得た額 

・ 支給率 ３％ 

なし ― 

・ 支給該当職員数          ８名 

・ 支 給 総 額      １，００３千円 

・ 職員１人当たり年間支給額   １２５千円 

管 

理 

職 

手 

当 

・ 職に応じ、次の額を支給【（ ）内は、再任用職員に係る支給額】 

   事務局長 88,500 円（72,900 円） 

   次  長 72,700 円（56,200 円） 

   課  長 59,500 円（44,300 円） 

・ 支給該当職員数         ２名 

・ 支 給 総 額     １，７４７千円 

・ 職員１人当たり年間支給額  ８７４千円 

管 
理 
職 
員 
特 
別 
勤 
務 
手 
当 

・ 管理職手当の支給を受ける職員が、臨時又は緊急の必要その他公務の運営の必要に

より週休日等に勤務した場合、次の額を支給 

   事務局長 10,000 円 

   次  長  8,000円 

   課  長  4,000円 

・ 支給該当職員数         ０名 

時 
間 
外 
勤 
務 
手 
当 

・ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命じられた職員に支給 

・ 課長補佐、係長、主任及び主事の職の職員に支給 

・ 支給該当職員数           ６名 

・ 支 給 総 額       ２，４０１千円 

・ 職員１人当たり年間支給額    ４００千円 

休 

日 

勤 

務 

手 

当 

・ 祝日法による休日又は年末年始の休日等において、正規の勤務時間中に勤務する

ことを命じられた職員に支給 

・ 課長補佐、係長、主任及び主事の職の職員に支給 

・ 支給該当職員数         ０名 

       ※ 他に児童手当を支給した。 

 

Ⅳ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 １ 勤務時間の状況 

 （１）始業・終業時刻等 
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    令和４年度中の組合の執務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までであり、始業・終

業時刻等は次のようになっており、勤務時間は７時間４５分である。 

始業時刻 休憩時間 終業時刻 

８：３０ １２：００～１３：００ １７：１５ 

 （２）育児のための早出遅出勤務 

    育児のための早出遅出勤務は、小学校入学前の子を養育する職員がその子を養育するために請

求した場合に、公務の運営に支障がある場合を除き、１日の勤務時間の長さ（７時間４５分）を

変えることなく始業・終業の時刻を繰り上げ又は繰り下げて勤務することができる制度であるが、

組合においては、この制度を平成１７年度から導入し、平成１９年度からは学童保育の保育時間

後の子の迎えにも適用できるようにした。 

 （３）介護のための早出遅出勤務 

    介護のための早出遅出勤務は、日常生活を営むのに支障があり介護を要する親族を介護する職

員が介護をするために請求した場合に、公務の運営に支障がある場合を除き、１日の勤務時間の

長さ（７時間４５分）を変えることなく始業・終業の時刻を繰り上げ又は繰り下げて勤務するこ

とができる制度であるが、組合においては、この制度を平成１７年度から導入した。 

 （４）早出遅出勤務の利用状況 

    令和４年度中に育児・介護のための早出遅出勤務制度を利用した職員はいなかった。 

 （５）育児短時間勤務 

    育児短時間勤務は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が職務を完全に離れ

ることなく育児を行うことができるよう、育児のための短時間勤務（週１９時間２５分から２

４時間３５分勤務の各パターンを選択できる。）を認める制度であり、給料及び一部の手当につ

いては勤務時間に応じて支給される。組合においては、この制度を平成１９年度から導入し

た。 

（６）育児短時間勤務の利用状況 

    令和４年度中に育児短時間勤務制度を利用した職員はいなかった。 

 ２ 年次有給休暇 

 （１）制度の概要 

    職員には、年度（４月１日から３月３１日まで）ごとに２０日（年の中途で採用された者には

月割の日数）の年次有給休暇が与えられており（日単位で与えることが原則であるが、必要に応

じて、時間単位で与えることもできる。）、翌年に限り２０日を限度としてこれを繰り越すことが

できる。 

 （２）取得状況（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで） 

総付与日数（Ａ） ３２０日０時間００分 

総取得日数（Ｂ） ８９日２時間４５分 
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対象職員数（Ｃ） ８名 

平均取得日数（Ｂ／Ｃ） １１日１時間１８分 

消化率（Ｂ／Ａ） ２７．９％ 

 ３ 特別休暇 

 （１）制度の概要及び導入状況 

    特別休暇は、職員の公私の特別の事情に基づき与えられる有給休暇であり、やむを得ない公的

要請又は社会通念上妥当な個人的事情がある場合に限って認められる。 

    特別休暇が認められる場合の事由及びそれぞれの期間は次のとおりである。 

事  由 期  間 

 選挙権その他公民としての権利の行使  その都度管理者が必要と認める期間 

 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判

所、地方公共団体の議会その他の官公署への出頭 

 上に同じ 

 

 骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその

登録を実施するものに対して登録の申出を行い、又

は、骨髄移植のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹

以外の者に骨髄液を提供する場合で、当該申出又は

提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務しないこ

とがやむを得ないと認められるとき 

 上に同じ 

 

 

 

 

 

 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げ

る社会に貢献する活動（専ら親族に対する支援とな

る活動を除く。）を行う場合で、その勤務しないこと

が相当であると認められるとき 

 ア 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害

が発生した被災地又はその周辺の地域における

生活関連物資の配布その他の被災者を支援する

活動 

 イ 障害者支援施設、特別養護老人ホームその他

の主として身体上若しくは精神上の障害がある

者又は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対

して必要な措置を講ずることを目的とする施設

であって管理者が定めるものにおける活動 

 ウ ア及びイに掲げる活動のほか、身体上若しく

は精神上の障害、負傷又は疾病により常態とし

て日常生活を営むのに支障がある者の介護その

他の日常生活を支援する活動 

 一の年度において５日の範囲内の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 職員の結婚 

 

 結婚の日の５日前の日から当該結婚の日

後１月を経過する日までの期間における連
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 続する５日の範囲内の期間 

 職員の出産 

 

 

 

 出産予定日以前６週間（多胎妊娠の場合に

あっては１４週間）目に当たる日から出産の

日までの期間において職員から請求のあっ

た期間と出産の日後８週間 

 職員が生後満１年に達しない子を育てる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １日２回それぞれ３０分間（男性職員にあ

っては、その子の当該職員以外の親が当該職

員がこの項の休暇を使用しようとする日に

おけるこの項の休暇（これに相当する休暇を

含む。）を承認され、又は労働基準法第６７

条の規定により同日における育児時間を請

求した場合は、１日２回それぞれ３０分から

当該承認又は請求に係る各回ごとの期間を

差し引いた期間を超えない期間） 

 職員の妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。次号において同じ。）の出産

に伴い勤務しないことが相当であると認められる場

合 

 職員の妻の出産に係る入院等の日から当

該出産の日後２週間を経過する日までの期

間内における２日の範囲内の期間 

 職員の妻が出産する場合であってその出産予定日

の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）

前の日から当該出産の日後８週間を経過する日まで

の期間にある場合において、当該出産に係る子又は

小学校就学の始期に達するまでの子（妻の子を含

む。）を養育する職員が、これらの子の養育のため勤

務しないことが相当であると認められる場合 

 当該期間内における５日の範囲内の期間 

 

 

 

 

 

 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子

を含む。以下同じ。）を養育する職員が、その子の看

護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話

又は疾病の予防を図るために必要なものとして管理

者が別に定めるその子の世話を行うことをいう。）の

ため勤務しないことが相当であると認められる場合 

 一の年度において５日（その養育する小学

校就学の始期に達するまでの子が２人以上

の場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 

 

 

 要介護者の介護その他の管理者が別に定める世話

を行う職員が、当該世話を行うため勤務しないこと

が相当であると認められる場合 

 一の年度において５日（要介護者が２人以

上の場合にあっては、１０日）の範囲内の期

間 

 職員の親族（別表第２の親族欄に掲げる親族に限

る。）の死亡 

 

 

 親族に応じ同表の日数欄に掲げる連続す

る日数（葬儀のため遠隔の地に赴く場合にあ

っては、往復に要する日数を加えた日数）の

範囲内の期間 

 父母の追悼のための特別な行事（父母の死亡後１

５年以内に行われるものに限る。）が行われる場合 

 １日の範囲内の期間 

 

 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及

び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが

相当であると認められる場合 

 一の年度の７月から９月の期間内におけ

る、条例第９条の２第１項の規定により割り

振られた勤務時間の全部について時間外勤
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務代休時間が指定された勤務日等、休日及び

代休日を除いて原則として連続する５日の

範囲内の期間 

 地震、水害、火災その他の災害により、次のいず

れかに該当する場合その他これらに準ずる場合で、

職員が勤務しないことが相当であると認められると

き。 

 ア 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、

当該職員がその復旧作業等を行い、又は一時的

に避難しているとき。 

 イ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の

生活に必要な水、食料等が著しく不足している

場合で、当該職員以外にはそれらの確保を行う

ことができないとき。 

 ７日の範囲内の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事

故等により出勤することが著しく困難な場合 

 その都度管理者が必要と認める期間 

 

 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事

故等に際して、職員が退勤途上における身体の危険

を回避するため勤務しないことがやむを得ないと認

められる場合 

 上に同じ 

 

 

 

その他管理者が定める場合 管理者の定める期間 

 （２）取得状況（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで） 

特別休暇の種類 取得日数等 

 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及

び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが

相当であると認められる場合 

・ 取得職員数  ８名 

・ 取得総日数 ３２日 

・ 職員１人当たりの取得日数 ４．０日 

 職員の親族（別表第２の親族欄に掲げる親族に限

る。）の死亡 

・ 取得職員数  １名 

・ 取得総日数  １日 

 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子

を含む。以下同じ。）を養育する職員が、その子の

看護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世

話又は疾病の予防を図るために必要なものとして管

理者が別に定めるその子の世話を行うことをい

う。）のため勤務しないことが相当であると認めら

れる場合 

・ 取得職員数  １名 

・ 取得総日数  ３日 

 その他管理者が定める場合 

 （新型コロナウィルスワクチン接種副反応・発熱

等により出勤が著しく困難なため） 

・ 取得職員数  ４名 

・ 取得総日数 ２７日 

 ４ 介護休暇 

 （１）制度の概要 
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    職員が、負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある

者（要介護者）の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇

であり、要介護者の継続する状態について３ヶ月以内の必要と認められる期間与えられるが、介

護休暇によって勤務しない時間については、給料が減額される。 

 （２）取得状況 

    令和４年度中に介護休暇を取得した職員はいなかった。 

 ５ 病気休暇 

 （１）制度の概要 

    病気休暇は、職員が療養のため勤務しないことがやむを得ないと認められる必要最小限度の期

間で、連続して９０日を超えることはできない。 

 （２）取得状況（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで） 

    令和４年度中に病気休暇を取得した職員はいなかった。 

 

Ⅴ 職員の休業に関する状況 

 １ 育児休業及び部分休業 

 （１）制度の概要 

    組合管理者は、男女を問わず満３歳に満たない子を育てる職員から請求があったときは、日を

単位とする育児休業又は１日２時間以内の部分休業を承認することができ、この承認を受けた職

員は、職務専念義務が免除される。ただし、育児休業をしている期間については、無給扱いとな

る。 

 （２）取得状況及び新規取得者数 

      年度 

休業者の種類 

令和３年度 令和４年度 

 うち新規  うち新規 

育児休業取得者 ０ ０ ０ ０ 

 うち女性 ０ ０ ０ ０ 

 うち男性 ０ ０ ０ ０ 

部分休業取得者 ０ ０ ０ ０ 

 うち女性 ０ ０ ０ ０ 

 うち男性 ０ ０ ０ ０ 

 

Ⅵ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 １ 分 限 

 （１）分限処分の概要 

    分限処分とは、職員の身分保障を前提としつつ、職員がその職責を充分に果たすことが期待で

きない場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分であり、その種類には、
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免職、休職、降任及び降給の４種類があり、それぞれの事由については、次表のとおりである。 

分限処分 

の種類 
事     由 

免 職 

・ 

降 任 

勤務実績が良くない場合 

心身の故障のため、職務の遂行に支障があり又はこれに堪えない場合 

その職に必要な適格性を欠く場合 

職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合 

休 職 

心身の故障のため、長期の休養を要する場合 

刑事事件に関し起訴された場合 

水難、火災その他の災害により生死不明又は所在不明となった場合 

 （２）分限処分の状況 

    令和４年度中に分限処分の対象となった職員はいなかった。 

 ２ 懲 戒 

 （１）懲戒処分の概要 

    懲戒処分とは、職員の一定の義務違反（ア 地方公務員法や組合条例等に違反した場合、イ 

     職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合、ウ 全体の奉仕者たるに相応しくない非行が

あった場合）に対する道義的責任を問うことにより、組合における規律と公務遂行の秩序を維

持することを目的として管理者が科する処分であり、その種類には、戒告、減給、停職及び免

職の４種類があり、それぞれの内容については、次表のとおりである。 

懲戒処分 

の種類 
処  分  内  容 

戒 告 職員の規律違反の責任を確認するとともに、その将来を戒める処分 

減 給 一定期間、職員の給与の一定割合を減額して支給する処分 

停 職 職員を職務に従事させない処分 

免 職 職員としての身分を失わせる処分 

（２）懲戒処分の状況 

   令和４年度中に懲戒処分の対象となった職員はいなかった。 

 

Ⅶ 職員の服務の状況 

 １ 地方公務員の服務規律の概要 

   地方公務員法第３０条では、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として、公共

の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならな

い。」と規定している。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は、職員に対し、法令及
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び上司の職務上の命令に従う義務、職務上知り得た秘密を守る義務、争議行為及び信用失墜行為の

禁止、政治的行為及び営利企業への就職の制限など、民間企業の勤労者とはかなり異なる服務上の

強い制約を課している。 

 ２ 営利企業等の従事の状況 

   職務の遂行に当たって全力を挙げてこれに専念すべきことは、職員の基本的義務であり、これに

直接、間接に悪影響を及ぼすような行為に職員が従事することは、勤務時間の内外を問わず制限す

る必要がある。また、職員が組合との間に取引その他の利害関係を持つことは、職務の公正な執行

を妨げるおそれがあることから、このような行為も制限する必要があり、地方公務員法では、この

ような趣旨に基づき、職員が営利企業等に従事することを原則として制限しているが、管理者が職

務の遂行に悪影響を及ぼさないと判断した場合には、営利企業等に従事することを許可することも

できる。 

   組合職員において、この営利企業等の従事許可を受けている者はいない。 

 ３ 職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の状況 

   職員は、職務専念義務として法律又は条例に特別の規定がある場合以外は、その勤務時間及び職

務上の注意力の全てを職責遂行のために用い、組合がなすべき責を有する職務のみに従事しなけれ

ばならない。 

   この職務専念義務の免除については、合理的な理由がある場合に限られるが、職務専念義務の

免除が認められる法律上の規定には、休職・停職にされた場合、病者（伝染病）として就業禁止

となった場合、育児休業及び部分休業の承認を受けた場合及び年次有給休暇、特別休暇の許可を

受けた場合等があり、条例に定める特別の規定には、休日（国民の祝祭日、年末年始の休日等）

等があるが、組合では群馬県市町村総合事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例

により次表に掲げる事由に該当する場合にも職務専念義務の免除を承認している。 

事   由 事    例 

管理者が行う研修を受ける

場合 

群馬県町村会主催の階層別研修等を受講する場合 

厚生に関する計画の実施に

参加する場合 

人間ドックを受診する場合 

健康診断を受診する場合 

その他管理者が認めた場合 

 

 

 

 

 

 

群馬県市町村会館管理組合が実施する消防訓練等に参加する場合 

職務上の教養に資するため講演等を聴講する場合 

傷病の治療をする場合 

日本赤十字社の実施する献血を行う場合 

組合以外の団体等の主催する講習会等に講師として出席する場合

（職務に関連するものに限る。） 

 

Ⅷ 職員の退職管理の状況 

 １ 制度の概要 

   地方公務員法により、組合を退職した後、営利企業等に再就職した職員は、組合退職後２年間は
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組合と営利企業等との売買、貸借、請負等について、職務上の行為をするように、又はしないよう

に組合職員に要求や依頼をしてはならないとされており、仮に組合職員がそのような禁止されてい

る要求や依頼を受けた場合には、公平委員会に届け出なければならない。 

 ２ 届け出状況 

   令和４年度中に組合退職職員から要求・依頼を受けた職員からの届け出はなかった。 

 

Ⅸ 職員の研修の状況 

 １ 職員研修の概要 

   組合行政の能率をより一層発揮するためには、職員の能力を開発し、向上させることが極めて重

要であり、この具体的措置として職員の研修がある。 

   組合では、群馬県町村会が主催する町村職員階層別研修及び県市町村職員合同研修、自治大学校

への入校、各種団体等が行う組合業務に関する研修会等へ職員を適宜参加させることにより、職員

の能力開発・向上に努めている。 

 ２ 研修への参加状況 

   令和４年度に職員を参加させた研修については、次のとおりであった。 

   ・ 関東退職手当事務組合協議会事務研究会 

   ・ 都道府県退職手当組合職員研修会 

   ・ 東日本市町村職員退職手当組合事務研究会 

   ・ 消防団員等公務災害補償等事務説明会 

   ・ 消防団員等災害補償等関東ブロック連絡協議会 

 

Ⅹ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 １ 職員の健康の保持増進対策 

   職員の健康の保持増進を図るため、次のような対策を実施している。 

 （１）喫煙対策 

    職員の健康の保持増進、快適な職場環境づくりの観点から、喫煙は、喫煙所でのみ可能とする

分煙対策を実施している。 

 （２）健康診断の実施状況 

   ① 一般定期健康診断は、全職員を対象に内科診察、身長、体重、腹囲（４０歳以上）血圧、視

力、聴力、胸部直接レントゲン、心電図、尿及び採血（貧血、肝機能、脂質、空腹時血糖）の

各検査が実施された。受診対象者の受診率は、２８．６％であった。（一般定期健康診断は、互

助会（後述）が主体となって実施し、組合では、一般定期健康診断に要した経費を互助会に負

担している。令和４年度に要した金額は、３８，２８０円であった。） 

   ② 組合では、人間ドックを受診する者に対し、職務専念義務の免除により受診の便宜を図っ

ており、令和４年度は６名が人間ドックを受診した。 

 ２ 災害補償の実施状況 

 （１）制度の概要 
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    職員が公務（通勤途上を含む。）により死亡し、負傷し、又は疾病にかかった場合等には、職員

又は職員の遺族に損害を補償（療養補償、休業補償、障害補償及び遺族補償）しなければならな

いが、この補償の迅速かつ公正な実施を確保するために地方公務員災害補償法が制定されており、

同法に基づき地方公務員災害補償基金という補償機関が設置され、組合に代わって公務災害補償

を行っている。 

 （２）認定件数 

    令和４年度中には、公務上の災害及び通勤災害該当の災害と認定されるような事故は発生しな

かった。 

 ３ 互助会に対する助成の状況等 

   組合では全職員を会員とする互助会が設置されており、職員からの会費により運営され、旅行、

レクリエーション、一般定期健康診断、人間ドック受診費用の助成、慶弔給付等が実施されている。

組合では、毎年この互助会に対する助成を行っており、令和４年度には１０６，６４５円を助成し

た（互助会の令和４年度の会費総額は、１６５，３６０円であった。）。 

 ４ 共済制度の概要 

   地方公務員法第４３条では、職員又は職員の被扶養者の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、

障害、死亡に関して適切な給付を行うために、相互救済を目的とする共済制度が実施されなければ

ならないことが規定されており、地方公務員とその被扶養者又は遺族の生活の安定と福祉の向上に

寄与すること及び公務の能率運営に資することがこの制度の目的となっている。 

   この共済制度を運用し、実施する主体が共済組合（組合は群馬県市町村職員共済組合に属してい

る。）であり、地方公務員と地方公共団体において、分担拠出する財源によって、地方公務員のため

に、健康保険法及び厚生年金保険を代行する短期給付及び長期給付を行い、かつ福祉事業もあわせ

て行っている。 

 

ⅩⅠ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 １ 制度の概要 

   地方公務員法により職員は、勤務時間その他の勤務条件（給料、諸手当、旅費等の給与その他の

給付、勤務時間、休日、休暇、福利厚生事業、執務環境等）に関し、公平委員会（組合では、令和

２年度から群馬県内の市町村等と共同で群馬県市町村公平委員会を設置し、令和５年３月３１日現

在、４市２１町村２２組合１広域連合が共同設置に参画している。）に対して、組合により適当な措

置が採られるべきことを要求することができることとされている。 

   公平委員会は、職員から勤務条件に関する措置要求があったときは、事案について口頭審理その

他の方法による審査を行わなければならず、また、その事案を判定し、その結果に基づいて、公平

委員会自らが実行又は組合に対し必要な勧告をしなければならない。 

 ２ 件数及び処理状況 

   令和４年度中に職員から勤務条件に関する措置が要求されたことはなかった。 

 

ⅩⅡ 不利益処分に関する審査請求の状況 
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 １ 制度の概要 

   地方公務員法により一定の不利益処分（懲戒処分としての免職、停職、減給及び戒告、分限処分

としての免職、休職、降任及び降給等）を受けた職員は、公平委員会に対して審査請求を行うこと

ができることとされている。 

   公平委員会は、職員からの審査請求を受理したときは、直ちにその事案について口頭審理又は書

面審理等による審査を行わなければならず、また、その事案を判定し、その結果に基づいて、当該

不利益処分の承認、修正、取消し等の措置を採らなければならない。 

 ２ 件数及び処理状況 

   令和４年度中に職員から不利益処分に関する審査請求がなされたことはなかった。 


